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はじめに―研究の目的と方法
（1）	南方軍の終戦と英軍への降伏
	 ―1945 年 4月から 9月まで―
（2）	降伏後における英軍側の日本軍処遇
	 ―1945 年 8月から 12 月まで―
（3）	南方軍復員に関する英軍側の計画と実施
	 ―1945 年 10 月から 1946 年 4月まで―
（4）	英軍の南方軍 10 万名残留への方針転換
	 ―1946 年 4月から 5月まで―
（5）	南方軍の残留決定をめぐる英米対立
	 ―1946 年 5月から 9月まで―
（6）	南方軍残留をめぐるマッカーサーと日本政府の英蘭批判
	 ―1946 年 9月から 12 月まで―
（7）	残留南方軍の復員をめぐる英米対立
	 ―1946 年 12 月から 1947 年 3月まで―
（8）	残留南方軍の復員計画の進展
	 ―1947 年 1月から 3月まで―
（9）	残留南方軍の復員開始
	 ―1947 年 3月から 5月まで―
（10）	残留南方軍の復員完了
















わずか 3 年間に 736 万人もの世界的移動が実施されたことであり、そ
れは当時の日本の総人口のほぼ 1 割に匹敵したこと、第 2 に、本土の
軍人の復員や民間人の郷里復帰は終戦の年末までには完了したにもか
かわらず、いわゆる外地の日本人約 688 万人（軍人約 367 万人・民間
人約 321 万人）の本土帰還はかなり遅れ、とくにシベリア抑留者や中
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も、より相対化した国際的枠組みの中で比較研究する視座が必須とされ
るであろう。
　そこで本研究は、外地の日本軍総勢 360 万余の約 5 分の 1 を占めた「南
方軍」（4）の復員に焦点を当て、1945（昭和 20）年 8 月 15 日の終戦から、
英軍への降伏、武装解除、強制労働、戦犯裁判などを経て、48 年 1 月
3 日の復員終結に至る過程の諸相を日本側および英国側文書によって解
明することを目的とする。なお南方軍の復員は、1946 年 5 月から同年
9 月まで同部隊の大部分約 60 万人が帰還した（第 1 次復員）が、強制
的に残留を余儀なくされた 13 万 2 千人の復員はなかなか進展せず、よ







英国政府と現地の東南アジア連合軍最高司令官（the Supreme Allied 
Commander South East Asia ＝ SACSEA）マウントバッテン（the 
Lord Louis Mountbatten）海軍大将は、70 万を超える日本軍の統制・
管理とその食糧確保に忙殺されたばかりでなく、破壊されたこれら地域
の復興と再建にも精力を注ぐ必要に迫られたのである。そのような苦境


















方軍の終戦と英軍への降伏」、第 2 に「英軍による南方軍の処遇」、第 3
に「英軍による南方軍の復員計画の準備と実施」、第 4 に「英軍の南方
軍 10 万名残留への方針転換」、第 5 に「南方軍の残留をめぐる英米の
対立」、第 6 に「マッカーサーおよび日本政府の英蘭批判」、第 7 に「残
留南方軍の復員をめぐる英米対立」、第 8 に「残留南方軍の復員計画の




















品 1950 年 3 月刊）1、6、11 頁参照。
（3）  「日本国軍隊ハ完全ニ武装ヲ解除セラレタル後各自ノ家庭ニ復帰シ平和的且生産的
ノ生活ヲ営ムノ機会ヲ得シメラルベシ」。
（4）  終戦時の陸軍は、内外に 188 師団、117 旅団など約 547 万人の総兵力を配置していた。
内訳は、日本本土（小笠原諸島等を含む）に 238 万 8 千、千島・樺太（第 5 方面軍）
8 万 8 千、台湾・南西諸島（第 10 方面軍）16 万 9 千、朝鮮（第 17 方面軍）29 万
4 千、満州（関東軍）66 万 4 千、中国本土（支那派遣軍）105 万 6 千、南方（南方軍）
74 万 4 千、ラバウル方面（第 8 方面軍）7 万各人である。―厚生省援護局編『引
揚げと援護 30 年の歩み』（ぎょうせい　1978 年刊）46 ～ 47 頁より。




西部ニューギニア」である。―前掲書『引揚げと援護 30 年の歩み』48 頁より。








省（WO）、植民地省（CO）と現地英軍資料であり、2011 年 2 月 15 日から 17 日
までロンドン郊外の The National Archives にて収集を行った。なお英国関連資料
に関しては、ユアン・マッカイ（Euan McKay）東洋英和女学院大学現代史研究所
客員研究員から多くの助言と支援を得たことを明記しておきたい。





	 ―1945 年 4月から 9月まで―
1．終戦直前の南方軍の状況
　東南アジア地域を広く管轄する南方軍（17 頁の図表 1 を参照）は、
緬絢方面軍（ビルマ）、第 7 方面軍（シンガポール）、第 14 方面軍（フィ
リピン）、第 18 方面軍（タイ）、第 3 航空軍（シンガポール）を擁して













タイの第 39 軍を第 18 方面軍（中村明人中将）に改編する案を立てた。
大本営はこれを承認するとともに、6 月以降、第 15 軍司令部・第 15 師団・
第 53 師団・第 56 師団等をタイ地区に、第 55 師団を仏印に、第 31 師
団をマラヤに転用させた。（2）


































　その上で翌 16 日、寺内は、ダラットの総司令部に第 7 方面軍司令官


















































ては一律的な処置が困難であった。1945 年 8 月 21 日、南方軍は「局
地的停戦交渉」の実施を許可し、23 日には「作戦任務の解除」を発令
した。この間大本営は、8 月 20 日から翌 21 日に実施された日米初のマ
ニラ会談で、連合国側が提示した 9 月 2 日公示予定の一般命令第 1 号（陸
海軍）による「終戦処理の管轄区分」に基づき、南方軍に対して指揮系
統の変更を命じてきた。すなわち、北緯 16 度以北の仏印部隊を支那派









憂慮せざるをえなかった。第 1 は、南方軍の総兵力が陸軍 61 万 3 千、
海軍 11 万 7 千の計 73 万名であり、これに民間人 5 万 3 千名を加える
と総計 78 万 3 千名と予想以上に膨大であった点である。第 2 に、南方
総軍はマラヤ（第 29 軍）から、シンガポール・スマトラ（第 25 軍）、ジャ
ワ（第 16 軍）、ボルネオ（第 37 軍）まで、東西 5 千キロにも及び分散






























断し、また諒解に達したものと認めて、同日午後 6 時 25 分にブロウニ
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た。そこで 9 月 4 日、再び沼田らは連合国軍との折衝のためにラングー
ンへと向った。































もなく整然と降伏文書に調印した。まず 8 日、タイのバンコクで第 18
軍参謀次長が降伏調印を行い、12 日にシンガポールで南方軍総司令官
代理が SACSEA 代理との間で調印式を挙行した。次いで翌 13 日にク






















































（2） 同上 1 ～ 3 頁参照。
（3） 同上 12 頁参照。
（4） 同上 12 ～ 13 頁参照。
（5） 同上 13 ～ 15 頁参照。
（6） 「第 10 方面軍復員史資料」第 10 方面軍参謀西浦節三中佐・同安藤正少佐（昭和 30
年 8 月稿）、「比島に於ける終戦前後の概況」（記述者名なし）、「第 8 方面軍（南東方面）
の終戦概況」および「第 8 方面軍復員史資料（ラバウル地区を主とす）」、前者は記
述者名なし、後者は第 8 方面軍参謀高橋鶴夫大佐（昭和 29 年 9 月稿）。いずれも厚
生省引揚援護局史料室。防衛研究所、陸軍 71 中央「終戦処理」より。
（7） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」15 ～ 17 頁参照。
（8） 英軍を主体とする連合国軍は、東南アジア連合陸軍（ALFSEA）のほか、英太平洋
艦隊（BPF），東南アジア空軍（ACSEA）から構成されていた。
（9） 前掲書『復員・引揚げの研究』60 ～ 62 頁参照。
（10） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」19 ～ 20 頁参照。
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（14） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」21 ～ 22 頁参照。
（15） 同上 23 ～ 24 頁参照。
（16） 同上 25 頁参照。前掲書『引揚げと援護 30 年の歩み』53 ～ 54 頁参照。
（17） 竹内以知司「ビルマ戦記」（平和祈念事業特別基金編『平和の礎　軍人軍属短期在
職者が語り継ぐ労苦Ⅲ』1993 年刊）所収。
（18） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」25 ～ 27 頁、前掲書『復員・引揚げの 
研究』60 ～ 62 頁参照。
（19） 前掲書『復員・引揚げの研究』62 頁参照。
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	 ―1945 年 8月から 12 月まで―
1．降伏後の日本軍の処遇




Japanese soldiers のち Japanese Surrendered Personnel ＝ JSP）」は「非
武装化された者（disarmed personnel）」と見なされるべきであり、必

















































































































含む）は、ビルマ、タイ、ベトナムを除いて、マレー半島 3 万 6 千名、
シンガポール（昭南）4 万 2 千名、リオウ諸島 7 万 5 千名、英領ボルネ
オ島 1 万 2 千名、蘭領ボルネオ島 1 万 2 千名、セレベス島 2 万 2 千名、
カイ諸島 1 万 1 千名、スンバワ島 2 万名、ニューギニア西部 2 万 1 千名、




　降伏後の南方軍全般の現況については、沼田総参謀長が 46 年 1 月 24
日から 2 月 23 日まで南方（タイ、ビルマを除く）を視察し、その結果
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が甚だしいと指摘している。第 3 に労務については、マラヤ 1 万 5 千名、















は哀れの一語につきる。昭和 20 年 8 月 25 日より翌年 6 月 5 日までの
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4．英軍側の戦犯裁判への準備態勢
　雇用問題と並行して、マウントバッテンが積極的に取り組んだのが、











































































員は 1 日に 2,500 名までであり、プホー・パンジャン（Puho-Panjang、
場所不明）での移動式収容所では、審査を待つ日本人 7,500 名を収容せ
ねばならず、良好な日本人司令官と収容所のスタッフも必要である。③
審査チームは、20 名の将校と約 5 名の准尉と 30 名の下士官で構成され、
行政的に独立している。④詳細な尋問を受けねばならない日本人容疑者
の場合、1 日平均の処理人数を言う段階にない。（23）
　また 4 月 4 日には、ALFSEA 参謀長は各地域の軍司令官に次のよう
−28−
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な戦犯の審査状況を伝えた。すなわち、タイでは、3 月 30 日時点で計
11 万 6,001 名の審査が開始されただけである。在タイ英軍は 5 月 1 日
までに 1 万名の日本人の審査を指示されており、さらに 5 月 20 日と
30 日に各 1 万名の審査を指示されている。われわれはこれら 3 万名を
5 月 30 日までに処理し、9 月 1 日にすべてを完了させるために、月々
約 3 万名の割合を継続して処理しようとしている。これはほぼ 1 日に 1
千名を審査することを意味し、5 月 1 日以降から実施される。北ボルネ
オでは、3 月 30 日時点で計 7,081 名を終了し、約 2 万 1 千名の日本人
すべてが審査を終えて、4 月中旬までに全員が復員する予定である。仏
印では、3 月 30 日時点で計 6 万 8,263 名が終了し、日本への引揚は 4
月 7 日にスタートし、約 1 万 2 千名が 5 月 1 日までに集積地へ移動する。


























































46 年 4 月 19 日、極東軍事裁判の被告として連合軍機によりシンガポー
ルを発って東京へと向った。また寺内総司令官はレンガムで病気療養中











　1945 年 11 月 14 日、ALFSEA 司令部は、東南アジア軍や他の諸国へ
の米の支給に影響を及ぼす要因として、①政治的および経済的要因とし
−31−












可能性として 10 月に 2 万 5 千トン、11 月に 5 万 5 千トン、12 月に 7
万トン、計 15 万トンであり、すでに荷揚げを終了した 1 万 7 千トンを
























　続いて港湾設備の状況に関しては、ビルマでは 11 ～ 12 月に計 11 万
トンの米の輸出が可能であるにもかかわらず、バセイン、ラングーン両
港の設備の不備によって 7 万 1 千トンしか受け入れられず、結局 3 万
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（c） サイゴン協議会は、状況を再度検討すべきである。同担当。
（d）  仏印司令官は、IWT 航空移動のために LSD 貸与が求められるべき
である。同担当。





















（1） ＜ Top Secret. 以下 TS とする＞ From C. IN C. AFPAC to SACSEA, Info: FORLAND, 
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Aug 22, 1945. ＜ AIR（空軍省）40/1850 ＞
（2） ＜ Secret. 以下 S とする＞ Headquarters Supreme Allied Commander South East 
Asia, Subject=Subj: Disposal of Japanese Prisoners of War, Surrendered Personnel 
and Equipment, Aug 28, 1945. ＜同上＞
（3） ＜ TS ＞ From SACSEA to Air Ministry Special Signal Office, Aug 24, 1945. ＜同上＞
（4） ＜ S ＞ H. SACSEA, Subj: Relations with Surrendered Japanese Forces and with 
Enemy Civilians, Sep 1, 1945. ＜同上＞
（5） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Info: Joint Staff Mission, Sep 18, 1945. 
＜同上＞
（6） ＜ TS ＞ From SACSEA to Air Ministry Special Signal Office, Aug 24, 1945. ＜同上＞
（7） ＜ TS ＞ From SACSEA to Air Ministry Special Signal Office, Aug 24, 1945;
＜ TS ＞ From Air Ministry Special Signal Office to SACSEA, Info: Joint Staff 
Mission Washington, Sep 11, 1945. ＜同上＞
（8） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Info: Joint Staff Mission, Sep 18, 1945. 
＜同上＞
（9） ＜ S ＞ From War Office to SACSEA, Sep 29,1945. ＜同上＞











（15） 同上書 83 ～ 84 頁参照。
（16） 「比島に於ける終戦前後の概況」（厚生省引揚援護局史料室、昭和 31 年 5 月複写）
36 ～ 40 頁参照。防衛研究所、陸軍 71 中央「終戦処理」より。
（17） 前掲書『復員・引揚げの研究』100 ～ 101 頁参照。
（18） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Office, Info: Joint Staff Mission Washington, Sep 
18, 1945; ＜ S ＞ From SACSEA to Foreign Office, Info: Washington, Sep 19, 1945; 
＜ Confidential. 以下 C とする＞＜ DRAFT ＞ From SACSEA to Cabinet Office, 
Sep 1945; ＜ Important ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Info: Joint Staff 
Mission Washington, Oct 21, 1945. ＜ AIR 40/1850 ＞
（19） ＜ S ＞ From Cabinet Offices to SACSEA, Oct 26, 1945. ＜ AIR 40/1851 ＞
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（20） ＜ RESTRICTED. 以下 R とする＞ H. SACSEA, Subj: Procedure for War Criminals 
Trials in SEAC, Nov 17, 1945. ＜同上＞
（21） HQ ALF, Subj: Progress of War Crimes Organization, 1945. ＜ WO（陸軍省）
203/2727 ＞
（22） ＜ S ＞ SAC 296th Mtg. (continued) Note by C-in-C ALFSEA on Trials of Minor 
Criminals in SEAC, Nov 20, 1945. ＜同上＞
（23） From Lieut.Col. W.G.Cass, Int.4.H.Q. SACSEA to H.Q. ALFSEA, For Lt.Col. 
Jackson (S.D.3), Subj: Screening of Japanese, Feb 13, 1946. ＜ WO 203/5965 ＞
（24） To HQ BURMA etc., Operation NIPOFF, Apr 4, 1946. ＜ AIR 40/1852 ＞
（25） From HQ ALFSEA to HQ Burma Command, HQ Malaya Command, HQ AFNEI, 
HQ Et Siam, Comd SACSEA Inter Service Mission to FIC, HQ Singapore Dist, 
Comd 80 Ind Inf Bde, Comd 32 Ind Inf Bde, Subj: Operation NIPOFF, Apr 20, 




（28） 前掲書『復員・引揚げの研究』97 ～ 98 頁参照。
（29） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」27 頁参照。
（30）（31）（32）HQ, Allied Land Forces, SEAC, Subj: Report on Rice Situation up to 31 
DEC 1945, Nov 14, 1945. ＜ WO 203/4369 ＞
（3）	南方軍復員に関する英軍側の計画と実施



























各地の日本軍総計 71 万 8,314 名をリオウ諸島やリンガ列島など主要な
集結地へ輸送する計画を決定した。
＜図表 2 ＞
陸軍 海軍 民間 総計 集結場所
仏印南方 約 5 万 7 千 約 8 千 6 万 5 千 サイゴン
タイ 10 万 6 千 2 千 1800 11 万 バンコク
ビルマ 6 万 6 千 2 千 6700 6 万 7 千 モーラミャイン
マラヤ 7 万 4 千 1 万 6 千 2 万 1 千 11 万 2 千 リオウ諸島
アンダマン、ニコバル 1 万 3 千 4 千 2 千 1 万 9 千 同
スマトラ 7 万 3 千 600 7 万 3 千 セバンカ諸島
ジャワ、レッサー・スンダ 5 万 7 千 1 万 5 千 1 万 1 千 8 万 3 千 カンゲアン諸島
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ボルネオ 2 万 4 千 8 千 7 千 4 万 バリクパパンほか
セレベス 2 万 5 千 5 千 3 万 マカッサル
セラム、ズールー 4 万 2 千 4 千 8 千 5 万 5 千
アルー、カイ、 7 千 2 千 500 弱 1 万
蘭領ギニア 4 万 2 千 5 千 4 千 5 万 1 千


































および米統合参謀本部（Joint Chiefs of Staff ＝ JCS）議長といかにし
て最短期間内に JSP を処理するかを協議中であり、包括的な復員計画
を立案中である」旨を明らかにした。しかし「船舶不足の影響によって、













2 千人か 5 千人かは船舶次第であり、それはすなわちマッカーサー次第
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　そこで 2 月 28 日、ロンドンの内閣府から在ワシントン英連絡代表部
（Joint Staff Mission=JSM）へ、以下のような文書を送った。SCAP は






題もある。以上の 4 つの理由から、「われわれは 1946 年末までに東南
アジア地域から日本人すべてを復員させることにある」と強調した。（5）
　さらに内閣府は、①日本人捕虜の復員は連合国の公約であり、
SACSEA にとって現在可能な要件からすれば、復員は 5 年以内に完了
できず、SCAP の判断は断じて承諾できない。②現在のわれわれの船舶
要件では、現在も将来も復員の目的のための配船が割当てられない。③
われわれは東南アジアとオーストラリアから 6 万 5 千人の日本人を乗


























人員は合計 4,150 名となり、その中の外洋航海船に乗り込む 1,500 名は
日本へ直接復員させる準備が整っている。③日本人の集結総人員 3 万
4,900 名のうち、集結地に集合している者が 1 万 3 千名、復員の用意が
整っている者が 2 万 1,900 名である。④もしすべての船舶が以前の所有
者へ返還される場合、SACSEA 統制下に残る集結者は 8,800 名、復員
者は 1 万 2,700 名となる。SCAP は今日本海域まで航行できる船舶には
9 千名まで増員させている。この増員でも全地域からの復員は約 4 年を
要する。つまり、現時点で目標とされている47年末は極めて困難であり、
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49 年から 50 年になるとの見通しを示した。（8）
　以上のように船舶不足は深刻であったものの、集結地への移送業務
は進んだ。3 月上旬には各地域からシンガポール南方に位置するリオウ
諸島へと日本人が集められた。たとえば、ジャワ島からは約 6 万 7,400
名、スマトラ島からは約 4 万 4,300 名、マラヤからは約 8 万 5,900 名（た
だし現在大半がマラヤで労働を要求されている）、バリ島、ロンボク島、
マドーラ島からは 5,860 名であり、合計 20 万 3,460 名に達した。その
他の地域の日本人は、日本への直接引揚が実現するまで現地に留まるこ





名、タイ 11 万 6,289 名、仏印 6 万 8,830 名、英領ボルネオ 1 万 4,238 名、
蘭領ボルネオ 1 万 2,269 名、セレベス 2 万 9,825 名、スンバワ島、フロー
レス島とチモール島 2 万 507 名、アンボン島とセラム島とブル島 2 万
4,447 名、カイ諸島とアルー諸島とタニンバル諸島 1 万 1,275 名、ハル
マヘラ島 3 万 7,450 名、蘭領ニューギニア 2 万 3,505 名、そして中継地
のリオウ諸島には 28 万 1,621 名、総計 70 万 8,446 名であることが確
認された。（9）
　また 3 月 16 日付の SACSEA 総司令部の「JSP233」文書（キーズ海
軍司令官、オコーナー陸軍司令官、ホールデン空軍司令官が署名）で
は、①日本への引揚予定者数が 70 万 5,386 人に達したものの、日本本
土への引揚者総数はわずか 2 万 92 人、全体の 2.8％に留まっていること、
②リオウ諸島には 7 万 7,948 人が集結中であり、レンパン島、ガラング
島などで帰国を待っていること、③ビルマの残留者数が 6 万 8,190 人（引










②日本への復員に関して、第 1 の優先は英領ボルネオ（46 年 4 月中旬
に完了予定）、第 2 位は仏印と蘭印のアウター諸島とタイ、第 3 位はビ
ルマおよびリオウ諸島である。③蘭印のアウター諸島からの復員は、蘭
国との協議で決定された。④士気と規律を高めるため、少なくとも 1


























































揚問題に積極的に取り組んだ。1946 年 3 月 13 日、SACSEA 総司令部
の統合計画参謀部は次のような調査結果を明らかにした。①東南アジア
軍内の慢性的な日本人傷病者は 6,341 名、推測では 6,600 名であり、一
般傷病患者すべての引揚予定者は合計 1 万 2,941 名と推定されている。
②就航中の病院船は 600 名を収容できる日本病院船 1 隻のみであり、
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早期引揚が望ましい、（d）日本人傷病者の引揚完了の目標期日は 46 年
9 月 1 日に設定されるべきである、ことを勧告した。（16）
　このように英軍側はまったく解消されない船舶不足に悩まされ続け
た。3 月 19 日、マウントバッテンは参謀部からの前記報告に基づいて、
東京のガードナー SACSEA 代理に以下のように提訴した。①約 1 万
2,400 名の日本人傷病者を本国へ引揚させるには、現在の日本病院船 1
隻では年に 1,500 名だけの移送となり、そのままであれば完了までに 8
年半を要する。②もし日本人患者が無期限に当地に留まるなら、東南ア
ジア軍内やその他の地域で行政上の障害が発生する。それを避けるため
にも、日本人患者の復員の完了は 1946 年 9 月 1 日になるべきである。
③リバティ船は改造しない限り病院船としては不都合であり、十分な病
院船を早急に提供できるよう調整するか、または装備を整えた船舶を必
要とする。④本年 5 月末までにジャワとスマトラから 3,300 名を、9 月



























　このような経緯から、5 月 31 日、病院船問題は下記のような決着が
図られることとなった。①総計 6,075 名（仏印 119、タイ 2,177、マラ
ヤ 1,681、シンガポール 135、リオウ諸島 397、ビルマ 1,566）が病院










の優先的復員の方針を決定していた。これを明記した文書が 1946 年 3
月 13 日付の「JSP233」であった。そこでは、すべての地域で朝鮮人
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「NIPOFF 作戦」である。これは 1946 年 4 月 4 日、SACSEA に代わっ
て ALFSEA 参謀長から各軍司令官に対して指令された。
　その骨子は次の通りであった。① NIPOFF とは、1945 年 10 月 1 日
までに日本降伏者（JSP）、日本・朝鮮・台湾へ向かう朝鮮人と台湾人、
戦犯、戦犯容疑者、戦犯裁判のために止まっている者すべての復員を
短縮した名称である。（24）② 46 年 3 月 30 日現在、JSP の残留数は合計
70万2,206人であり、地域毎では、北ボルネオ7,018人、仏印6万8,263人、
アウター諸島 2 万 3,500 人、タイ 11 万 6,001 人、スマトラ 3 万 9,422 人、
ジャワ島 6 万 7,927 人、バリ島とロンボク島 4,746 人、マラヤ 4 万 9,646
人、シンガポール 4 万 6,692 人、ビルマ 7 万 30 人、レンパン島 6 万 8,013





へ 1 万 9,427 名の引揚が完了し、スマトラからレンパン島、バリ／ロン
ボク島からガラング島への引揚業務が実施中である。②ジャワの全日本
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への復員のために米リバティ船の使用が夏までには可能となるとの情
報を得ており、そうなれば、5 月に総計 10 万人、6 月からは 18 万人が
日本へ帰還できるだろう。⑤蘭印のアウター諸島（3 月 30 日で計 15 万
6,207 名）については、4 月 30 日にスンバワ島で 6,500 名の乗船が調整
済みであり、5 月にはさらに 4 万 5 千名を、7 月中旬までには残る 10
万 4,700 名を処理できよう。⑥ビルマ、マラヤ、リオウ諸島の優先政
策では、復員の総計は約 35 万名である。⑦最後の引揚は、ビルマで労
働を要求されている 5 万名とマラヤ・シンガポールで労働に従事する 9
万名となるだろう。ジャワとスマトラの日本人は引揚態勢が整えば、9
月 15 日までに完了できるだろう。（25）このように明らかにした。
　ALFSEA 参謀長は、4 月 20 日、再度この NIPOFF 作戦の進展につ
いて以下のように論及した。①この作戦計画は、日本への復員者の乗船
規模が 5 月に 10 万人、6 月から 18 万人を基本としている。② SCAP
はわが軍に対し、4 月 20 日から 5 月 15 日の期間、リバティ船 75 隻、
LST4 隻、日本船 22 隻を配船し、第 1 次の 31 万 8,700 名を乗船者に割
当ている。第 2 次乗船は 5 月 15 日から 6 月 30 日の期間であり、第 1
次と同規模となろう。③わが軍内での第 1 次乗船割当人数は、仏印の 6
万 6 千人、蘭印のアウター諸島 16 万人、タイ 4 万 5 千人、ビルマ 2 万人、
シンガポール／リオウ諸島2万8千人（インドから来る約3千人を含む）、
合計 31 万 9 千人である。④ 4 月 13 日現在のわが軍内の日本人、台湾
人、朝鮮人の総数は約 69 万人であるが、約 6 千名を収容できる船が 4
月 30 日まで英領ボルネオからの引揚に割り当られたために、5 月 15 日






4 月 13 日の日本降伏者数 4 月 30 日 5 月 31 日 6 月 30 日
英領ボルネオ 6240 無
仏印 6 万 5263 5 万 0263 無 
アウター諸島 15 万 9272 9 万 6677 無
タイ 11 万 5695 10 万 9895 5 万 7395 無
ビルマ 7 万 0038 7 万 0038 5 万 ※5 万が労働残留
ジャワ 6 万 7037 5 万 7000 2 万 7000 無
スマトラ 3 万 0059 3 万 0059 2 万 5059 無
レンパン／ガラング島 7 万 8223 8 万 1223 6 万 7223




総計 68 万 8738 58 万 5066 30 万 9588 10 万 3000
 こうして 5 月末には「NIPOFF 作戦」が急速に進展する。この作戦
を担当するアームストロング（Armstrong）大佐は、5 月 31 日、南方
軍の櫛田参謀に対して次のように報告している。① 5 月 20 日から 6 月
30 日までの期間、SCAP 割当による 15 万 1 千名の乗船は 10 万 5 千名
へと減少された。そこで SCAP に対しては、6 月 30 日までに 10 万名
以下の日本降伏者（JSP）すべてを引揚可能とする船舶を用意するよう
要請している。②しかしながら、もし第 2 陣が 6 月末までに現在の 15
万 1 千名に留まるならば、タイからの復員完了となる 9 万名（労働者
として 9 千名弱）と、同様にスマトラとジャワを完了させるための 6
万 1 千名（西ジャワの労働者は恐らく 9 千名弱）を、マラヤ・シンガ
ポール・リオウ諸島の人数と勘案して割当を決定することになろう。④
マッカーサーはまだビルマへ行く船に許可を与えていない。6 月 4 日に
香港で SCAP、SACSEA、ALFSEA の 3 者代表会議が行われた際に、
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　とはいえ、ここに南方軍の第 1 次復員が 5 月より、残存する日本商
船や海軍艦艇ばかりでなく、米国のリバティ船（V 型）100 隻および
LST（Q 型）85 隻、病院船 6 隻が貸与されたことによって、同年 9 月
まで実施され、約 60 万余が帰国できた。（28）
　ところがここで厄介な障害が生じた。それは船舶の燃料負担問題で
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	 ―1946 年 4月から 5月まで―
1．英軍側の残留方針の背景
　英軍は、1946 年 4 月 4 日に決定した NIPOFF 作戦に従って、5 月
から急速に南方軍の日本本土復員に向けた引揚作業を推進することと
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えられる日々の割当は米が平均 8 オンス（約 227 グラム）であり、仕















ている。そこで今後 18 カ月間、JSP の多数を雇用する可能性を検討し
たい。②日本人の労働可能な数は、レンパン島およびガラング諸島の 7
万 1 千名、マラヤ軍で現に雇用されている 2 万 7 千名、ビルマ軍で雇
用されている 4 千名、スマトラからレンパン島への移送を待つ 3 万 7
千名、バリ島、ロンボク島を含むジャワからガラング諸島への移送を待























の労働者への軍事面からの強い要望人数は、マラヤで 1 万 9 千名、ビ
ルマで 3 万 600 名、シンガポール地区では雇用者の大多数を占める 3
万 800 名であり、そうなれば、日本人雇用者の総計は 8 万 400 名となる。
もし雇用されていない JSP へと雇用枠を拡大するならば、ビルマでは









































































た。その中で、日本人の第 1 次復員計画（4 月 15 日から 5 月 15 日に
至る期間）で、アウター諸島から 16 万、仏印から 6 万 6 千、タイから
4 万 6 千、ビルマから 2 万、レンパン島等から 2 万 8 千の計 32 万人を、
またそれに続く第 2 次計画（5 月 15 日から 6 月 30 日に至る期間）で
は、タイから 7 万、マラヤから 5 万、レンパン島と蘭印から 15 万の計
27 万人を本国へ帰還させ、総計 59 万人を復員させる予定である旨を報
告していた。
　他方で、残る 10 万人の南方軍のうち、ビルマの 5 万人とマラヤの 5










　このように 3 月 8 日のピーマン ALFSEA 参謀長の提案は、4 月中旬
段階にはマウントバッテン最高司令官の提案へと進展していた。これを




り、SACSEA は ALFSEA 参謀長に対し、① 46 年末ないし 47 年初頭まで、
ビルマの日本人 5 万人とマラヤの 5 万人を残留させること、②これら残
留日本人の復員のために不可欠な英国船舶の割当を配慮しておくよう求
めていること、③労働のための残留者 10 万名と戦犯裁判に関連する者
を除く JSP のすべては、現時点から 6 月 30 日までに、SCAP（マッカー
サー）によって提供される船舶で必ず復員させること、を指令した。（9）
　明らかに残留労働者 10 万人とその他の 60 万人の本国帰還とは交換
条件となっていた。国際世論の批判を避けるためにも、英軍は南方軍の
復員を加速化しているとの姿勢を印象づける必要があったわけである。




　さらに 5 月 4 日、マウントバッテンは前記の要望内容の更なる軌道
修正を図った。彼は内閣府に対して、①ビルマの JSP5 万名とマラヤの










　今回の文書では、4 月 18 日文書と比較すると、JSP の使用目的を当
−61−







15 日、英軍の在蘭印軍司令部（AFNEI）は、蘭国がスマトラの JSP す
べてを引揚させるよう要求していると同時に、ジャワ、バリ、ホーラン
ディアの「JSP1 万 3,500 名を労働者として残留させる」ことを要求し
























英軍側が提示した残留 JSP の総計 10 万名という数字は、さらに蘭印側
の 1 万 3 千余を加算せざるをえなくなった。










2 万人と民間用 1 万 5 千人の計 3 万 5 千人を、マラヤでは公共用 9,800
人と民間用 1 万 1 千の計 2 万 800 人を、シンガポールでは公共用 1 万
7,300 人と民間用 2 千人の計 1 万 9,300 人、タイでは民間用のみ 9 千、
インドネシアでは公共用のみ 6 千（まだ蘭印のムック提案は未考慮）で
あり、公共用人員の合計は 5 万 3 千人、民間用人員の合計は 3 万 7 千人、


























































　すでに沼田は、1 月 28 日のブロウニング参謀長との会見の折にも、マ

















たとは言明していなかった。それでも沼田は 2 月 23 日、今度はマウン
トバッテンに対して、JSP の労働状況についての調査結果を踏まえ、改
善を要請した。たとえば、レンパン島とガラング島での労働状況は、1
月 30 日現在、両諸島に 6 万 8,101 名の陸海軍将兵がおり、軽労働者は
1日1,700カロリー、重労働者が2,526カロリー、病患者が2,800カロリー
である点を指摘し、劣悪な労働条件の改善を率直に提起していた。（18）
　5 月 30 日、ALFSEA のアームストロング大佐は南方軍参謀の櫛田大
佐を呼び、「10 万名の日本人が復興業務、食糧生産などの労働者として
6 月 30 日以後もわが軍に残留することが決定された、これら日本人は
1947 年春以後まで残留とはならないであろう」と告げた。そして 10 万
名の内訳は、「ビルマ 3 万 5 千、タイ 9 千（英軍管理下）、西部ジャワ 9
千（同）、マラヤ 2 万 5,800、シンガポール島 2 万 1,200、計 10 万である」
旨を明らかにした。さらに彼は、5 月 29 日に沼田が要請した「マラヤ・
シンガポールの日本人に代わるリオウ諸島の 2 万名の残留」は、マラヤ・













② 10 万名の内訳は、ビルマ 3 万 5 千名、タイ 9 千名（英軍管理下で米
輸出との関連で鉄道業務に雇用）、西ジャワ恐らく 9 千名、マラヤ・シ
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陸・空軍のための 1 万 9,300 名と雇用中の日本民間人 1,900 名を加えれ
ば合致する。②マラヤ軍に割当られているマラヤ本土での雇用人数は 2





















（1） ＜ C ＞ HQ SACSEA, Minutes of A Meeting held by the Assistant Chief of Staff 
with Lieutenant General Numata, In his Room at Headquarters S.A.C.E.A. on 
Monday, 28 January 1946 at 1130 Hours, Jan 29, 1946. ＜ WO 203/5966 ＞
−68−
増田　弘
（2）～（7）Major General, Chief of the General Staff, Allied Land Forces, SEA (Changi), 
Subj: Employment for the Japanese Surrendered Personnel, Mar 8, 1946. ＜ WO 
203/5965 ＞
（8） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Apr 18, 1946. ＜ AIR 40/1852 ＞
（9） ＜ S ＞ From HQ ALFSEA to HQ Burma Command, HQ Malaya Command, HQ 
AFNEI, HQ Et Siam, Comd SACSEA Inter Service Mission to FIC, HQ Singapore 
Dist, Comd 80 Ind Inf Bde, Comd 32 Ind Inf Bde, Subj: Operation NIPOFF, Apr 
20, 1946. ＜ WO 203/5968 ＞
（10） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, May 4, 1946. ＜同上＞
（11） ＜ S ＞ Major General, Chief of the General Staff, Allied Land Forces to HQ Burma 
Command, HQ Malaya Command, HQ AFNEI, HQ Et Siam, Comd SACSEA Inter 
Service Mission to FIC, HQ Singapore Dist, Comd 80 Ind Inf Bde, Comd 32 Ind Inf 
Bde, Subj: Operation NIPOFF, May 15, 1946. ＜同上＞
（12） ＜ TS ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Info: C in C INDIA, May 4, 1946. 
＜同上＞
（13） ＜ S ＞ HQ Supreme Allied Commander, SEA JointPlanning Staff, JSP Paper 
233, Mar 16, 1946 ＜ WO 203/5965 ＞ ; ＜ S ＞ From Cabinet Offices to SACSEA, 
Info: Joint Staff Mission, Washington, U.K.Liaison Mission Japan, May 29, 1946. 
＜ WO 203/5968 ＞
（14） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, May 31, 1946. ＜同上＞
（15） MGA to CGS(3), Subj: Retention of JSP, May 21, 1946. ＜同上＞
（16） Maj Gen CGS, HQ ALF SEA to HQ JEFSR, Subj: Retention of JSP as Labour on 
Rehabilitation Tasks, May 31, 1946. ＜同上＞
（17） ＜ C ＞ HQ SACSEA, Minutes of A Meeting held by the Assistant Chief of Staff 
with Lieutenant General Numata, In his Room at Headquarters S.A.C.E.A. on 
Monday, 28 January 1946 at 1130 Hours, Jan 29, 1946. ＜ WO 203/5966 ＞
（18） Lt. General T. Numata, Chief of General Staff Japanese Expeditionary Forces, 
Southern Region to H.E. Admiral Lord Louis Mountbatten, COVO, KOB, DSC, 
ADC, Supreme Allied Commander, South East Asia, Subj: Report of the Condition 
of Japanese Personnel in Southern Regions, Feb 23, 1946. ＜ WO 203/2727 ＞
（19） Maj Gen CGS, HQ ALF SEA to HQ JEFSR, Subj: Retention of JSP as Labour on 
Rehabilitation Tasks, May 31, 1946. ＜ WO 203/5968 ＞
（20） Col GS, G(SD) to BGS(O), BGS(I), DAG, DQMG, Col A, Col Q, DDMS, Subj: 
NIPOFF, May 31, 1946. ＜同上＞
（21） From ALFSEA to Singapore Dist, May 31, 1946. ＜同上＞
（22） ＜ R ＞ SACSEA Secretariat Miute 6/189?,（一部不鮮明）Subj: Repatriation of 
Japanese Surrendered Personnel, Jun 3, 1946. ＜同上＞
−69−
日本降伏後における南方軍の復員過程　―1945 年～ 1948 年―
（5）	南方軍の残留決定をめぐる英米対立
	 ―1946 年 5月から 9月まで―
1．燃料問題をめぐる英・米の対立
　英国側は、1946 年 5 月末、SACSEA のマウントバッテン（ただし 5
月 31 日付で退任し、ストップフォード（Montagu Stopford）中将に交代）
や ALFSEA 参謀長のピーマンや特別長官のキラーンなどを中心に、「日




















































る期間延長を指向した。7 月 20 日、彼は「1947 年までの JSP の延長」
と題する極秘文書をロンドンの内閣府へ送り、①東南アジアの JSP10
万人を「46 年末ないし 47 年初頭」まで延長する旨の承認はすでに得ら
れている、46 年末まで抑留される人員は、6 月に蘭国に委ねた 1 万 3,500
名を含めて現在「10 万 4,500 名」である、②私は、この JSP10 万 4,500










画能力をもっているため、もし JSP が 47 年まで残留できなければ、こ
れらの重要な計画は深刻な影響を受けるだろう。





1947 年 1 月 1 日以降
公共用 民間用 病患者 計
ビルマ 1 万 7400 1 万 5000 3700 3 万 6100
シンガポール 1 万 3500 2000 2000 1 万 7500
マラヤ 8250 1 万 5200 3350 2 万 6800
蘭印 1 万 3500 0 0 蘭へ引渡し
タイ 300 9000 0 9300
合計 5 万 2950 4 万 1200 9050 10 万 3200
1947 年 7 月 1 日以降
ビルマ 1 万 6800 1 万 5000 3700 3 万 5500
シンガポール 1 万 1970 1000 1650 1 万 4620
マラヤ 6100 1 万 4200 3000 1 万 3500
蘭印 1 万 3500 0 0 蘭へ引渡し
タイ 300 0 0 300
合計 4 万 8670 3 万 0200 8350 8 万 7220
　なお SACSEA は、次のように付言していた。①もし JSP が 47 年末
まで残留することになれば、彼らの士気は低下するだろうから、この点
は十分留意すべきである。②もし上記の JSP 残留の 1 年延長と人員割
当が承認されるならば、毎月約 2、3 千名の乗船となっている日本人の
復員はしばらく持続するだろうが、47 年後半には英国船ないし米国船
に対して JSP10 万 4,500 名の大半の復員を負託する必要があろう。③
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的な JSP の残留延長の動きを厳しく牽制してきたのである。






















　9 月 5 日、ロンドンの英軍参謀総長委員会内の統合行政計画部（Joint 
Administrative Planning Staff）は、外務省、運輸省、植民地省と協議
しつつ、SACSEA からの文書、すなわち、「JSP10 万 4,500 名の残留を











反対がある。他面、JSP の 47 年中の延長は、これら地域の復興上に不
可欠であり、したがって SACSEA の要請は、生産や食糧の配分を制限
するものであったとしても、強く支持されるべきである。
　第 2 に、もし JSP の「1947 年中の延長」という SACSEA の提案が
認められるなら、英国統制下の船舶で日本人の復員を遂行可能であろう
から、米国船の供給を要望する必要はなくなるだろう。
　第 3 に、米国政府との合意後、JSP の復員が「47 年中の延長」によっ
て生じる立場について、その他の連合国との間で取り決めを結ぶ必要が




して、46 年の 9 月 15 日から 10 月 31 日まで、ビルマ・タイ間の鉄道
を維持管理するために 7 千名の JSP を配備させ、その後、直接日本へ
復員させる旨を決定していることも事実上承認した。したがって、上記
の報告草案が国防委員会（Defense Committee）へ提出されて、同委員
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　それでも懸念材料は残った。その懸念とは、同文書の付属Ⅰの「詳細





　第 2 に、ワシントンの極東委員会（Far Eastern Commission ＝
FEC）では、目下、日本軍の武装解除と非軍事化に関する「政策声明














　第 1 に、米軍参謀総長は、SACSEA の米国船の使用期限が「ほぼ本
年 8 月 1 日まで」と取り決められているから、英軍側の 47 年までの延
長に同意できないと指摘しているが、もしもわれわれが今米国船の更な
る供給を要請すれば可能となるかもしれない。




46 年末までに 2 万人を、47 年初頭までに 1 万人を復員させることがで
きるだろうとの運輸省からの報告があり、早くとも 47 年後半までには、
JSP を月々ほぼ 1 万 5 千名の割合で送還できる程度の英国船の手配が
可能となろう。
　第 3 に、英軍参謀総長による「JSP 復員の延期」決定は、米国当局



















い。⑤貴官は JSP の復員計画を SCAP に常時伝達すべきである。（7）
　9 月 5 日の統合行政計画部の決定を受けて、9 日には極秘の主要閣僚
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委員会（Principal Administrative Officers Committee ＝ PAOC）が開
催された。ここが実質的な最高決定機関であった。同委員会でも 47 年
中の JSP の残留（retention）方針が承認されるとともに、ビルマ・タ
イ間の鉄道維持のために JSP 7 千人をタイから選抜することも承認さ
れた。そのほか、もしこの JSP 残留という提案が同意されるなら、今
























　第 1 に、SACSEA が戦争破壊を修復する目的のため、47 年末まで 10
万 4,500 人の「日本の戦争捕虜（Japanese prisoners of war ＝ POW）」
を残留させるとの英軍側の意図は、「船舶以外の理由で東南アジアから














による報告「東南アジアにおける JSP の 1947 年中の残留」が議論され
た。しかしそこでの結論は大きな変更点がなく、従来の基本方針が再確
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注
（1） ＜ S ＞ C.O.S.(Chiefs of Staff Committee)(46) 135, Subj: Fuelling of U.S. Shipping 
Employed on Repatriation of Japanese From S.E.A.C., May 27, 1946. ＜ FO 
371/54243 ＞
（2） ＜ TS ＞ From Cabinet Offices to J.S.M. Washington, RPTD: SACSEA, U.K.L.M. 
Jul 6, 1946. ＜同上＞
（3） ＜ S ＞ From SACSEA to Cabinet Offices, Subj: retention of JSP during 1947, Jul 
20, 1946. ＜同上＞
（4） ＜ S ＞ From JSM Washington to Cabinet Offices, Info: SACSEA, UK LMJ, Aug 
28, 1946. ＜同上＞
（5）（6）（7）＜ S ＞ JAP(46) 68 (Final), Chiefs of Staff Committee Joint Administrative 
Planning Staff, Subj: Retention of J.S.P. in S.E.A.C. During 1947, Sep 5, 1946. ＜同上＞
（8） ＜ S ＞ Principal Administrative Offices Committee, Sep 10, 1946. ＜ FO 371/54244 ＞
（9） From Singapore to Foreign Office, Sep 11, 1946. ＜同上＞
（10） From Washington to Foreign Office, Sep 13, 1946. ＜ FO 371/54243 ＞
（11） From Foreign Office to Washington, Sep 19, 1946. ＜ FO 371/54244 ＞
（12） ＜ S ＞ DO(46) 111, Cabinet Defense Committee, Subj: Retention of J.S.P. in 
S.E.A.C. During 1947, Sep 22, 1946. ＜同上＞
（6）	南方軍残留をめぐるマッカーサーと日本政府の英蘭批判
	 ―1946 年 9月から 12 月まで―
1．吉田茂首相のマッカーサーへの訴え
　南方軍総参謀長の沼田は、1946 年 3 月 2 日の時点で、「帰還準備は各
地共完了し船舶の到着待機中なり」との結論を、東京の第 1 復員省次
官宛報告の中で明らかにしていた（1）が、現実は違った。なぜなら同年
4 月から 5 月にかけて、南方軍の引揚が本格化した際、連合国軍側は「10
万を超える大量の作業隊員の残留」を通告して来たからである。なお同
年 1 月末頃の南方全域では、作業に従事する人員は概ね 5 万 1,500 名
余であった。


























交局長を介して、9 日、東京の英国連絡代表部（U.K. Liaison Mission 
Japan ＝ UKLM）のガスコイン（A. Gascoigne）部長へと送られた。
　ガスコインは、翌 10 日、SACSEA 宛に文書を送った。その中で、東
南アジアからの日本人 POW の復員延期に関連してマッカーサーは、「日
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船舶不足によって遅れてきたが、復員は 1 週間か 10 日以内に開始され































　英国は今やこのソ連のパターンを継承している。ビルマには約 3 万 9 千人、マラ


























































































1 万 1,350、バリ島 250、セレベス島 300、モロタイ島 300、ビアク島








達され、11 月 12 日、外交局から在東京の英国連絡代表部（UKLM）と、
在日蘭軍事部へと送付された。（13）
　また朝海は、12 月 13 日、改めて英軍管轄下の日本人労働者問題を取
り上げ、SCAP に対して、早期復員とその間の待遇改善を訴えた。すな







東南アジアにおける JSP すべての統制上の責任が、1946 年 11 月 7 日
より SACSEA から ALFSEA へと移管されたことに加えて、「補給総監
部の指示」によって、以下のように改善された旨を明らかにした。
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①  労働のために残留している JSP を最大限使用できる。とくに技術者はその職種で
十分使用される。JSP の残留は復興支援のために認められている。ただし彼らは
家庭内の仕事や同類の仕事に転用されてはならない。
②  JSP への暴力や処罰措置は厳禁する。JSP は虐待されてはならない。
③  労働時間に関しては、JSP は週 6 日間の労働とし、休日は必要に応じて監督者の
判断で調整すべきである。通常 8 時間労働で日中に 1 時間の休憩を取る。
④ JSP を仕事場まで 2 マイル（3.2 キロ）以上の距離を行進させてはならない。
⑤  医療に関しては、50 名ないしそれ以上の労働隊は通常日本の赤十字職員 1 名が同
伴し、病人や負傷者の世話をする。
⑥ 食料割当に関しては、JSP に対して一定の分量の支給を行う。
⑦ たばこは 1 人当り週に 20 本とする。
⑧ 郵便に関しては、月 1 回、日本へハガキを送ることが許される。以下略













非職業軍人の将校および下士官は最大 200 円、民間人は最大 1,000 円）
を手渡される。















（1） 前掲「終戦前後に於ける南方軍一般の状況」28 ～ 29 頁参照。
（2） 前掲書『復員・引揚げの研究』83 ～ 84 頁参照。
（3） From Shigeru Yoshida to General MacArthur, 1st September, 1946. ―前掲「太平
洋戦争終結による在外邦人引揚関係雑件」より。
（4） From Tokyo to SACSEA, Sep 10, 1946. ＜ FO 371/54244 ＞
（5） From Douglas MacArthur to Prime Minister Shigeru Yoshida, 26 September 1946. 
―前掲「太平洋戦争終結による在外邦人引揚関係雑件」より。
（6） From Ambassador A. Gascoigne to Ambassador George Atcheson, Jr., 25 the 
September, 1946; From Douglas MacArthur to Prime Minister Shigeru Yoshida, 26 
September 1946.―同上より。
（7） 「吉田茂首相からマッカーサー宛親書」（草稿）1946 年 9 月 30 日。―同上
（8） ＜ TS ＞ From SACSEA to UKLM, Tokyo, Info: Cabinet Offices, FLAG Officers, 
Malaya, ALFSEA, ACSEA, AFNEI, Malaya Command, Burma Command, British 
Troops, Siam, Sep 26, 1946. ＜ FO 371/54244 ＞
（9） From Washington, Subj: Re complaint of General MacArthur in connection with 
repatriation of Japanese Prisoners of War, Newspaper Cutting - Washington Star, 
Oct 25, 1946, Oct 29, 1946. ＜ FO 371/54245 ＞
（10） ＜ TS ＞ From Washington to Foreign Office, Oct 29, 1946. ＜同上＞
（11） Manchester Guardian, Nov 1, 1946. ＜同上＞
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（12） From Imperial Japanese Government Central Liaison Office to GHQ/SCAP, Subj: 
Request for Acceleration of Repatriation and Better Treatment of Members of 
Japanese Labor Corps under Control of Netherlands Forces, Oct 29, 1946. ＜ FO 
371/63740 ＞
（13） Diplomatic Section, GHQ/SCAP, Nov 12, 1946. ＜同上＞
（14） TO: GENERAL HEADQUARTERS OF THE SUPREME COMMANDER FOR 
THE ALLIED POWERS、FROM: Central Liaison Office, Tokyo, SUBJECT: 
Request for Acceleration of Repatriation and Improvement of Treatment of 
Members of Japanese Labor Corps in Southern Areas Under Control of British 
Forces, C.L.O. No.6627 (RJ), 13 December 1946. ―前掲「太平洋戦争終結による
在外邦人引揚関係雑件」より。
（15） ＜ R ＞ HQ SEALF(Land Forces), Directive on Control and Employment of JSP, 
Dec 18, 1946. ＜ FO 371/63740 ＞
（7）	残留南方軍の復員をめぐる英米対立




ていた頃の 1946 年 11 月 4 日、ロンドンの内閣府はワシントンの JSM
と東京の UKLM と現地の SACSEA の 3 者に対して、次のような書簡
を送付した。内閣府は、陸軍参謀総長からの「SCAP と SACSEA 間で
詳細な実施態勢を整えるべきである」という提案に同意するとともに、







に対して、47 年中の JSP 復員用の船舶の可能性について運輸省と協
調して検討することと、参謀総長宛の報告草案を用意するよう指示
























での強い反対機運は現在見られない。② JSP の残留問題が 47 年 1 月に
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再検討される際、貴官は日本船に加えて十分な英国統制下の船舶が同年
5 月以降、毎月 1 万 5 千名の JSP の復員を確実に実施できるよう配船



























えた JSP の残留に強い政治的反対があるとしても、5 隻の旧日本船を
用いて JSP を帰還させるとの方法は、ある程度は政治的反対を緩和さ
せるかもしれないし、何よりも JSP の 47 年中までの残留延長は東南ア
ジア地域の復興のためには必須であるから、強く支持されるべきである。
しかもこの JSP の残留延長という SACSEA の提案が、英国統制下の船
舶だけで復員を実現できるから、米国船の供給を求める必要はなくなる
だろう。ただし、47 年中の JSP の残留延長から生じる立場について、
米国政府と取り決めを結ぶ必要があるだろうし、SACSEA は SCAP に
対して、JSP の復員計画を継続的に伝えるべきである。（4）
　その上で報告書は次の 3 点を結論とした。第 1 に、まだ米国務省か
らは何ら返信を得ていないし、また国防委員会がこの件で確たる決定を





　第 2 に、米軍参謀総長はすでにワシントンの JSM を通じて、46
年末までに JSP の復員用の米軍艦船が皆無となると述べているが、
SACSEA は、47 年 5 月から始まる月々約 1 万 5 千人の復員を確実に実
施するために、日本船に加えた英国統制下の船舶で十分可能であると確
信している。
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① SCAP が 46 年 12 月 31 日以前に、ALFSEA 統制下の日本商船に日
本人クルーを乗船勤務させることは実用的ではないと言明している、②


































しかしながらこれは SACSEA と SCAP 間で直接解決すべき問題である
と考える。（8）
　47 年 1 月 17 日、SEALF（前年 11 月 30 日に SACSEA から名称を変更）
司令部は SCAP に対して、次のような極秘の暗号電文を送った。
　第 1 に、英軍参謀総長は、英国船という語句は SEALF の提案で日本
船を包括する英国統制下の船舶を含むことを意図していたと説明を受
けており、またそのように説明している。日本商船から最大限の支援が
得られることを前提として、英国政府は 46 年 10 月に、「米軍船舶の支
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不可能であるどころか、第 10 方面艦隊が認めている運航船舶数からし
て必要人員をクルーに転用できない。









　第 4 に、われわれは日本艦艇 3 隻の使用についてまったく異議はない。














　続いて 2 月 5 日にも外務省は重ねて東京の連絡代表部に対して、も
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し残留 JSP のすべてが 47 年末以前の段階で帰還することになれば、東
南アジアの復興に多大な損害をもたらすだろうと強調した上で、マッ
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本海軍艦艇の使用に関するクレームと、日本商船への日本人クルーの
充当に関するクレームによって、復員計画の再検討を余儀なくされた。
1947 年 2 月 13 日、主要閣僚委員会の統合行政計画部は、外務省とと
もに東南アジア軍司令官（SEALF）から国防省宛の 2 通の電文（1 月 6
日付と 17 日付）について協議し、次のような詳細な現状分析を行った。
　第 1 に、現在われわれが検討している日本船が復員支援に参入でき




　第 2 に、そもそも SEALF が月々の復員者数の承認を参謀総長に求め






　第 3 に、SCAP は、もし英国が JSP の早期復員に尽力するつもりで
あるならば、英国を支援する用意があると提言しているが、①すべての
JSP は「47 年 6 月 1 日まで」に日本に帰還させること、②これを英国
が容れるならば、SCAP は同年 2 月から 5 月まで月々 3 万人を限度と
する復員用の船舶を供給すること、③ただし同船の往復の燃料と緊急の
必需品を英国側が用意すること、を必要条件としている。
　第 4 に、2 月 5 日、外務省は東京の連絡部に SCAP への接触を命じ、
日本商船 4 隻への日本人クルーの乗船勤務に関して同意を得るよう求




　第 5 に、われわれが日本商船 4 隻の使用を求める理由は、月々平均
3 千名の JSP を送還したいと考えるからであり、もし 47 年 3 月に JSP




している。ただし SCAP が要求する「本年 6 月 1 日までの復員完了」は、
われわれが考えている東南アジア復興計画に最悪の影響を及ぼす。とす
れば、やはり 4 隻の日本商船の雇用は不可欠である。


























　第 2 に、SCAP が申し出ている米国船の提供については、われわれは
その全部あるいは一部でも受け容れるか否かは未決定であるものの、感
謝の念は示すべきである。
　第 3 に、貴官は旧日本軍艦を使用できるよう SCAP に対して圧力を
加え続けるべきである。
　第 4 に、現在ソ連の影響下にある JSP の復員に関して、今の段階で
は SCAP との合意に関連づけることは不得策であり、勧められない。（14）
















　なおこの草案文は翌 2 月 14 日に正式に文書化されて参謀総長に報告
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て決定されるべきであると見なしており、FEC はそのように処理しよ
うとしている、と言明した。（19）
　これに対してガスコインは、3 月 13 日、本省に対して次のような極
秘電文を送った。























（1） ＜ S ＞ From Cabinet Offices to JSM Washington, Info: SACSEA, UKLM Tokyo, 
Nov 4, 1946. ＜ FO 371/54245 ＞
（2）（3）＜ S ＞ CSA(46)124, Principal Administrative Offices Committee, Subj: S.E.A.C. 
- Repatriation of Japanese, Dec 10, 1946. ＜同上＞
（4）（5）＜ S ＞ JAP(46)77(Final), Chiefs of Staff Committee Joint Administrative 
Planning Staff, Subj: Retention of J.S.P. in South East Asia During 1947, Dec 17, 
1946. ＜同上＞
（6）（7）（8） ＜ S ＞ C.S.A.(46)135  Principal Administrative Officers Committee, 
Japanese Shipping in South-east Asia, Report to the Chiefs of Staff, Dec 30, 1946.
＜同上＞
（9） ＜ S ＞ From GHQ SEALF to SCAP, Info: Ministry of Defence, UKLM Tokyo, JSM 
Washington, Jan 17, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（10） ＜ S ＞ From Foreign Office to Tokyo, Jan 25, 1947. ＜同上＞
（11） ＜ S ＞ From Foreign Office to Tokyo, Feb 5, 1947. ＜同上＞
（12） ＜ S ＞ From Tokyo to Foreign Office, Subj: Repatriation of Japanese surrendered 
personnel, Feb 8, 1947. ＜同上＞
（13）（14）＜ S ＞ JAP/P(47)5(Draft), Principal Administrative Officers Committee 
Joint Administrative Planning Staff, Subj: Retention of J.S.P. in South East 
Asia During 1947, Feb 13, 1947; ＜ S ＞ JAP/P(47)5 (Supplementary Terms of 
Reference), Principal Administrative Officers Committee Joint Administrative 
Planning Staff, subj: Retention of J.S.P. in South East Asia During 1947 - 
SEACOS 802 and 809, Feb 13, 1947. ＜同上＞
（15） ＜ S ＞ C.S.A./P.(47)22, Principal Administrative Officers’ Committee, Subj: 
Retention of J.S.P. in South East Asia During 1947, Report to the Chiefs of Staff, 
Feb 14, 1947. ＜ CO（植民地省）537/2493 ＞
（16） ＜ TS ＞ From Ministry of Defense to S.E.A.L.F., Info: UKLM Tokyo, JSM 
Washington, Feb 24, 1947. ＜同上＞
（17） GHQ/SCAP, Memorandum to: Head of United Kingdom Liaison Mission, Subj: 
Working Pay for Japanese Surrendered Personnel, Feb 6, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（18） ＜ S ＞ From Tokyo(UK Liaison Mission in Japan) to Foreign Office, Feb 6,1947. 
＜ CO 537/2493 ＞
（19） From Washington to Foreign Office, Feb 26, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（20） ＜ C ＞ From Tokyo to Foreign Office, Mar 13, 1947. ＜同上＞
（21） ＜ S ＞ From Tokyo to Foreign Office, Mar 20, 1947. ＜同上＞
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（8）	残留南方軍の復員計画の進展




　1946 年 9 月 24 日時点で連合国軍最高司令官総司令部（GHQ ／
SCAP）が明らかにした日本人の復員状況は、下記の図表 5 のとおり、
日本外の旧日本軍総数 594 万 2,900 人のうち、本土への帰還者は 454 万
768 人、未帰還者は 140 万 2,132 人であった。つまり外地全体の 76.4％
が帰国できたものの、依然 23．6％が祖国に戻れない状態にあった。
　東南アジアに関しては、70 万 4,848 人のうち、帰還者が 60 万 7,559 人、
未帰還者 9 万 7,289 人であり、インドネシアの残留者 1 万 3,500 名を併
せると、合計 11 万 789 名が依然強制労働を余儀なくされている状態に
あった。東南アジア以外では、ソ連が管理する満州地域に 65 万、樺太
に 45 万、朝鮮北部 5 万、千島 4 万 3 千、米国管理下のフィリピン 4 万
3 千、中国管理下の台湾 2 万 3 千程度が残留するだけであった。（1）
＜図表 5 ＞
地域 当初の勢力 同期間内の帰還 期日までの帰還 帰還すべき数
朝鮮南部 59 万 1815 59 万 1563 252
フィリピン 13 万 3635 8 万 9998 4 万 3637
太平洋諸島 13 万 1145 12 万 3476 7669
琉球 6 万 1051 4 万 9933 1 万 1118
周辺の諸島 6 万 2389 6 万 2389 0
豪州 13 万 9190 13 万 7383 1807
ニュージーランド 797 797 0
中国 150 万 1329 149 万 4592 6737
台湾 47 万 7881 45 万 4760 2 万 3121
華北 3 万 1583 3 万 1583 0
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香港 1 万 9341 1 万 8993 348
満州 130 万 9000 4 万 3507 65 万 9034 64 万 9966
ソ連地区
・朝鮮北部 26 万 7718 1 万 0803 21 万 8526 4 万 9192
・千島 4 万 3345 0 4 万 3345
・樺太 44 万 9000 0 44 万 9000
東南アジア 70 万 4848 483 60 万 7559 9 万 7289
蘭印 1 万 3500 0 1 万 3500
ハワイ 5333 182 5151
計 594 万 2900 5 万 4793 454 万 0768 140 万 2132
　翌 47 年を迎えると、ようやく蘭印（インドネシア）からの復員が開
始された。1 月 15 日、終戦連絡中央事務局（CLO）を介して GHQ 副
官部のクーレー（John B. Cooley）大佐から日本政府宛に、①蘭印にて
抑留中の日本人すべては、戦犯容疑者を除き、47 年 5 月 31 日以前に帰
還する、②先陣の計 2,350 名（うち 600 名が病人）が帰還船 2 隻によっ
て同年 2 月 1 日に呉港に到着する、③帰還を待つ抑留者に対しては日
本政府から衣服が供給される旨が伝達された。（2）この復員の情報は、1
月 24 日に在日英国連絡代表部（UKLM）でも確認された。（3）
　前年 10 月 29 日に CLO の朝海総務部長が SCAP 宛書簡で、人道的
見地から迅速な帰還措置を訴えたことが、ようやく実現へと踏み出した
のである。GHQ の報告通りに蘭印からの復員が進展するとすれば、も
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関しては、すでに前年 9 月 22 日に英国政府の最高レベルで「1947 年
末」と決定済みであり、したがって、いつ、どのように現地の JSP に
その事実を明言するかは火急の課題となった。実際、シンガポールの
SEALF 総司令部から特別長官キラーン宛の 1 月 29 日付極秘文書は、
次のように伝えていた。
　第 1 に、今や東南アジアに残留する JSP すべてを 47 年末までに復員
させることが明白であり、SEALF 総司令部は可能な船舶を運用するこ
とで、（a）3 ～ 8 月は月々 5 千名、（b）9 月に 1 万名、（c）10 ～ 12 月
に月々 1 万 5 千名という輸送計画を立てている。
　第 2 に、シンガポールに SEALF 総司令部代表（委員長）、マラヤ総
督、シンガポール政府特別長官の 3 名から構成される「復員委員会（A 
Repatriation Committee）」が設置され、JSP の帰還船問題を定期的に
検討し、復員の優先順位を主要閣僚委員会（PAOC）へ勧告している。












僚委員会（PAOC）下の統合行政計画部は、2 月 27 日、「東南アジアに
おける JSP の残留」と題する極秘文書を国防省のサミュエルソンがま
とめ、次のように、2 月 3 日付文書の修正を図った。
　第 1 に、統合行政計画部は運輸省と協議し、主要閣僚委員会に対し
て、日本人クルーによって運営される日本船が復員支援に参入可能と判
明するまで、東南アジアに残留する 8 万 5 千人の月々の復員割当問題と、






戻り始めた。同月 5 日、運輸大臣のバーネス（Alfred Barnes）はマクニー
ル（Hecter McNeil）に、以下のような文書を送付した。
　①マッカーサーは「JSP の復員を 6 月 1 日までに完了するならば、8
万 3 千名の残留者の帰還のために十分な米国船を提供する」と申し出



















1947 年 SEALF 提案人数 日本船と英国船の分担 日本船と英国船の分担
  3 月 5000 3000　2000 3000　2000
  4 月 5000 3000　2000 3000　2000
  5 月 5500 3000　2500 3000　2000
  6 月 5500 4000　1500 4000　1500
  7 月 6000 4000　2000 4000　2000
  8 月 6000 4000　2000 4000　2000
  9 月 12500 4000　8500 4000　2000
  10 月 12500 4000　8500 4000　2000
  11 月 12500 4000　8500 4000　2000
  12 月 12500 4000　8500 4000　2000
計 83000 37000　46000
　　 1948 年
 1 月 ― 4000　2000
　 2 月 ― 4000　2000
　 3 月 ― 4000　3000




　続く 14 日、外務省のチェーク（D.J. Cheke）も次のように提案した。
　第 1 に、運輸大臣は復員計画を今年末までに完了するには船舶の調達
が厳しいと述べている。マッカーサーが米国船の提供を申し出ているが、









れるものではない。3 月 1 日に SEALF がマッカーサーに対して、彼が



















カーサーに会見し、6 月 1 日という期限を多少とも緩和できるか否かを
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模索していた。3 月 12 日、ガスコインは本省の SEALF 担当政治顧問
主任であるデニング（Maberly E. Dening）に秘密の個人的文書を送った。
その中で、マッカーサーは私に対して、同月 1 日付の SEALF からの回






















　実際ソ連政府は 46 年 10 月に日本国籍の戦争捕虜および民間人の復

















1947 年 3 月 12 日、ガスコインはシンガポールの SEALF に対する機密
電文の中で、今朝マッカーサーと復員問題を再び取り上げた際、彼は私








に極秘の暗号電報を送り、その中で、ガスコインの 3 月 12 日付の
SEALF 宛電文から、「SCAP が貴官の 3 月 1 日付文書に大変好意的な
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日本人クルーを乗船勤務させる同意を SCAP から得たと理解し、47 年
4 月（実際には 3 月）に最初の日本船が出航できると考えている。そ
こで目下、東南アジアに残留する JSP 8 万 3 千名の復員の割当問題と
JSP 労働者の代替問題に重点が置かれている。





　第 3 に、復員の割当人数に関しては、英軍参謀総長は SEALF に対し、
「47 年 5 月から日本船を含む英国統制下の十分な船によって月々 1 万 5
千名の復員を確実に進めるだろう」と伝えた。ただし上記の復員の割合
では 47 年末よりも早く復員業務を完了する可能性があるため、参謀総




SEALF は 47 年 1 月 6 日付の参謀総長宛返電で、「JSP の月々の復員割
合は 1 ～ 2 月ゼロ、3 ～ 8 月 5 千名、9 月 1 万名、10 ～ 12 月 1 万 5 千
名とする」旨を明らかにした（これはバーネス運輸大臣案と比べると、





JSP 1 万 8,400 名が陸軍によって雇用されているが、SEALF は現地の労
働状況が改善されつつあるため、彼らは代替無しで復員できる。②同じ
くマラヤ・シンガポールでは計 2 万 6 千名が公共事業のために雇われて
いるが、東南アジアの各司令官は、JSP の代替労働力が可能になるまで
は、これら 2 万 4,600 名を必要とする。③ビルマ政府は約 1 万 2,300 名
を雇用しており、47 年 6 月 1 日以前に JSP すべてを解放する用意があ
る。④マラヤ・シンガポールでは 1 万 250 名が民間当局によって雇われ
ており、植民地省は 47 年中まで彼らを必要とすると述べている。⑤ビ
ルマとマラヤ・シンガポールでは行政面で 3 千名と 6,500 名が各々雇用
されており、病人が各 1,500 名と 4,800 名おり、全体の 8 万 3 千名のうち、
マラヤ・シンガポールでは代替労働者が見つかるまでは、公共事業用に
2 万 2,100 名と 2,500 名（47 年 9 月 1 日まで）、民間事業に 1 万 250 名、
行政者に 6,500 名、その他病人 4,800 名、計 4 万 6,150 名を保持する。


















　第 7 に、JSP の復員船の可能性に関して、①われわれは、SCAP が
日本の商船に必要なクルーを用意してくれるばかりか、日本軍艦の使
用も許すだろうと考えている。帰還は 4 月にスタートし、月々に平均 4
千名を乗船させ、47 年末には 3 万 6 千名に達するだろう。②英国船が
すでに可能なスペースを用意しており、3 月には 3 千名の JSP を復員
させようとしている。運輸省は月平均 2 千名の乗船が 4 月から可能に
なり、47 年末までに合計 2 万 1 千名を送還できると考えている。それ




解決策は、48 年 5 月 1 日まで復員の完了期日を延ばすことであろう。
これは英国船ないし米国船を特別に手配しないで復員計画を完了でき
る。この場合、東南アジアでは 47 年 10 月以前に最低限必要とされる







③もし外務省の見解が是認されるなら、同時に 47 年 7 月以前に東南ア
ジアから JSP の撤退によって東南アジアの必要条件を後退させること
なく、その時点で JSP の代替労働者が到着しているなら、運輸省は 47
年 7 月から 12 月までに JSP2 万 6 千名の乗船を実施する必要があるが、
そうなると、運輸省は貿易船を元に戻す予定が大幅に遅れるだろう。④
われわれは SCAP からの船舶提供の申し出を喜んで受諾するよう勧め
ているわけではない。47 年 7 月 1 日までに 3 万 7 千名を輸送するとし
ても、そのうち日本船と英国船が輸送できるのは 1 万 5 千名でしかない。






47 年 7 月以前に代替労働力を獲得する可能性はない。（b）もし代替労
働を獲得する以前に JSP が復員すれば、マラヤ・シンガポールに深刻
な影響をもたらすため、それは避けねばならない。（c）47 年 7 月まで
に英国統制下の船舶の可能性はなく、英国船に JSP を乗船させるのは
難しい。（d） もし 48 年 5 月 1 日まで JSP の復員完了が達成できなけれ
ば、7 月末以降、船舶の追加が要求されよう。（15）
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　1947 年 3 月 11 日、SCAP のマッカーサーは SEALF へ返信し、次の
4 点を伝達した。① SCAP は同年中に日本商船 4 隻（ぼごた丸、ちょ
うらん丸、たいあん丸、きざん丸）への日本人クルーの乗船勤務を許可
する。これら商船は SCAP の統制下に置かれ、東南アジアの港から日
本までの JSP の復員用に使われる。② 3 隻の日本軍艦を復員用に雇う
のは乗客容積が小さいから望ましくない。その代わりに SCAP は上記
①に述べた条件で同程度の船舶を用意する。③ SCAP は延期されてい
る東南アジアからの復員を支援するため、47 年 6 月 1 日まで月々 1 万








　同月 15 日、SEALF は SCAP への暗号電文で次のように回答した。
　第 1 に、前記①に関して、ぼごた丸、ちょうらん丸、たいあん丸は






　第 2 に、日本商船と日本軍艦の代替船によって、4 月に 9,700 名、5
月に 1,200 名、6 月に 8,500 名、7 月に 1,200 名、8 月に 8,500 名、9 月
に 1,200 名、10 月に 8,500 名、11 月に 1,200 名、12 月に 5,700 名、合




舶で 3 万 4,300 名の乗船を要請する。ただし月々の輸送人数に加えて、
4 ～ 5 月に 3 万名乗船できる船舶を追加するとの SCAP の提案を受容
すれば、4 万 900 名の復員となる。そのような大量の輸送人員の前倒し
は、陸海空軍の公共事業で雇用されている JSP 7 万名のうち 3 万名の
撤収を意味し、それはわれわれの業務計画上きわめて深刻な行政的反
動をもたらすだろう。とくにビルマでの業務は分散しているため、2 万
4,700 名を 4 月までに一カ所に集結させるのは不可能である。
　したがって、われわれは SCAP の申し出に十分感謝しながらも、遺
憾ながら完全に受諾できない。わが方では 1 万 2 千名の前倒し送還を
準備しており、4 月ではなく 5 月に 1 万 5 千名を、6 ～ 12 月（できれ




案は、先のバーネス運輸大臣案や PAOC 案よりも JSP の帰還をさらに
遅くさせるものとなっていた。当然ながら、米国務省は英国側の反応に
怒りを露わにした。3 月 25 日、ワシントンのインバーチャペルは本省
へ機密暗号電報を送り、その中で、国務長官代理が英国統制下の東南ア
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SEALF 総司令部には、同月 27 日、以下のような極秘・重要文書が上
記の 25 日付文書とともに送付された。すなわち、第 1 に、46 年 10 月








の代替労働力が確保できずに 12 月段階で JSP が 4 分の 1（約 2 万人）
になるとすれば、東南アジアの再建計画は打撃を受けるだろう。このよ
うなジレンマに直面して、復員の最終期日を「48 年 5 月 1 日まで延期
する」という意見が浮上している。
　第 3 に、米国政府とマッカーサーは、「47 年末に復員を完了させる」
ことにきわめて熱心であり、この計画を加速させるようわが方へ非常に
強い圧力を加えつつある。現在 SCAP は米国船の無期限の提供まで言





















（1） GHQ/SCAP, Subj: Status of Repatriation, Sep 24, 1946. ＜ FO 371/54245 ＞　なお
前掲書『引揚げと援護 30 年の歩み』85 頁によれば、終戦の日以後 1946 年末までで、
509 万 6,323 名が引揚げている。
（2） GHQ/SCAP , John B. Cooley, Adjutant General MEMORANDUM FOR: 
IMPERIAL JAPANESE GOVERNMENT, SUBJECT: Repatriation from the 
Netherlands East Indies, 15 January 1947. ―前掲「太平洋戦争終結による在外
邦人引揚関係雑件」より。庭定男著『ジャワ敗戦抑留日誌（1946 ～ 47）』（龍溪書
舎　1996 年刊）4 頁には、「復員は 22 年 1 月より再開され、オランダ軍が約束し
た期限より 2 カ月余り遅れ、最後の熊野丸が 5 月 4 日スマトラよりの組を含めて出
港、1 年半あまりの歴史を持つ作業隊は自然消滅、戦犯者とその世話のために残っ
た少数を除き、日本人は完全にジャワより姿を消した」とある。
（3） UKLM in Japan, British Embassy, Tokyo, Jan 24, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（4） ＜ TS ＞ COS(47)26(0), Chiefs of Staff Committee, Subj: Repatriation of Japanese 
Surrendered Personnel, Jan 29, 1947. ＜同上＞
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（5） ＜ S ＞ From Singapore to Governor of Burma, Jan 29, 1947. ＜同上＞
（6） ＜ S ＞ JAP/P(47)13(Terms of Reference), Principal Administrative Officers 
Committee Joint Administrative Planning Staff, Subj: Repatriation of J.S.P. in 
South East Asia, Feb 27, 1947. ＜同上＞
（7） Subj: Repatriation of Japanese Surrendered Personnel (J.S.P.) from South East 
Asia, Mar 5, 1947. ＜同上＞
（8） Minister of State, Mar 14, 1947. ＜同上＞
（9） ＜ TS ＞ From Tokyo to Foreign Office, Mar 12, 1947. ＜同上＞
（10） From Moscow to Foreign Office, Mar 5, 1947. ＜同上＞
（11） ＜ TS ＞ From Tokyo to Foreign Office, Mar 12, 1947. ＜同上＞
（12） ＜ TS ＞ From Tokyo to SEALF, Mar 12, 1947. ＜同上＞
（13） ＜ S ＞ From Ministry of Defence, London to SEALF, Mar 19, 1947. ＜同上＞
（14） たとえば、同年 3 月 13 日付の東京から外務省宛の極秘文書（主題「日本降伏者の
労働賃金」）は次のように報告している。民間当局によって雇用されている JSP の





は食糧生産に影響を及ぼす。―＜ S ＞ From Tokyo (UKLM in Japan) to Foreign 
Office, Mar 13, 1947. ＜ CO 537/2493 ＞
（15） ＜ S ＞ JSP/P(47)13 (Preliminary Draft), Principal Administrative Officers 
Committee Joint Administrative Planning Staff, Subj: Retention of JSP in South 
East Asia During 1947, SEACOS 802,  Mar, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（16） From SEALF to NOVAIR, Info: TROOPERS, UKLM Tokyo, JSM Washington, 
Mar 20, 1947. ＜ WO 203/5969 ＞
（17） ＜ TS ＞ From Washington to Foreign Office, Mar 25, 1947. ＜ FO 371/63740 ＞
（18） ＜ S ＞ From Foreign Office to Singapore, Mar 27, 1947. ＜同上＞
（19） ＜ S ＞ From J.S.M. Washington to Ministry of Defense, London, Mar 25, 1947. 




	 ―1947 年 3月から 5月まで―
1．残留日本人の日本帰還開始と日本政府の提訴
　1947 年 3 月 19 日、GHQ 副官部のクーレーは、CLO を介して日本
政府宛文書（主題「東南アジアからの帰還」）で、ビルマのラングーン
から乗船した日本人 2,140 名を運ぶ復員船がほぼ 3 月 19 日に呉に到着
する旨を伝えた。（1）東南アジアからの第 1 次復員が前年 9 月に途絶え
て約半年を経過していたが、ついに待望の第 2 次復員の第 1 報が届け
られたのである。そして同日、英国船エンパイアプライド号が呉ではな
く宇品（広島県）に着岸した。（2）
　前年 12 月 13 日に CLO の朝海総務部長が SCAP 宛書簡で、「英軍占





















　続いて吉田首相は、5 月 23 日、マッカーサー宛に請願書を送った。
その中で吉田は、「英軍管下の南方で強制労働を余儀なくされていた旧
日本軍の帰還が 3 月から開始され、現在まで約 1 万 3 千名が帰国でき
たことは喜ばしい」と述べたのち、依然として約 6 万 7 千名（ビルマ


































ビルマには約 7 万人の日本民間人がおり、約 3 万 5 千名が昨年（46 年）夏に母国へ送還
された。その時点できわめて唐突に、残りの 3 万 5 千名が何の指針もなく占領軍下での
労働を命じられた。
　②ビルマではわれわれは太陽の日を浴びることができず、雨季の時期（5 ～ 10 月）で
さえも室内に閉じ込められている。この苦痛がどれほどであるか説明し難い。
























　1947 年 4 月 1 日、主要閣僚委員会（PAOC）下の統合行政計画部は、
「1947 年における東南アジアの JSP の残留」と題する定期的な報告書
（「参謀総長会議に対する主要閣僚の報告草案」）をまとめた。その骨子
と改訂点は、次のとおりであった。











SCAP は、「47 年 6 月 1 日までに月々 1 万 5 千名を輸送可能な日本船の
追加」を申し出ているが、SEALF は、「5 月に関しては 1 万 5 千名の乗
船の申し出を受諾すべきであるが、4 月に同規模の人員を乗船させるの
は実施できない」と述べている。われわれは 8 万人の JSP を以下の図
表 7 のように復員させることを計画している。
＜図表 7 ＞
日本商船 SCAP の追加申出 英国船 バーネス運輸相案（3/5）
3 月 5000
4 月 9700 5000
5 月 1200 15000 5500
6 月 8500 5500
7 月 1200 6000
8 月 8500 19300 6000
9 月 1200 12500
10 月 8500 12500
11 月 1200 12500
12 月 5700 12500
計 45700 15000 19300
総計 80000 83000
　運輸省からの助言と、参謀総長の承認を見越して、われわれは
SEALF に対して、上記の修正案を基礎とする SCAP の申し出を受諾す
るよう指示している。8 月の 1 万 9,300 名の乗船について運輸省は保障
できないと言明しているが、目下のところ、1 万 4,000 名は確実であり、




　第 3 に、労働者の代替条件に関して、SEALF は JSP2 万 2,100 名（海
軍 1,700 名、陸軍 2 万 400 名）を要すると報告しているが、現地の検
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省に、セイロン人 1 万 3,500 名が好ましいと伝えてきたが何ら進展がな




だろう。それゆえ、少なくとも 47 年 9 月以前には代替労働力はない。（8）
　上記のとおり、今回の英国側の復員割当案は、3 月 5 日のバーネス運
輸大臣案から大きく変更された。東南アジア現地の復興作業が優先的に








　米国務省は、結局 1947 年 6 月 1 日までの残留 JSP の復員完了をあ
きらめ、同年 12 月 31 日という英国側の主張に譲歩せざるをえなかっ
たが、マッカーサー自身は英国への警戒心を決して緩めてはいなかっ





































































　1947 年 4 月 22 日、復員問題に関する最高決定機関である主要閣僚
委員会（PAOC）に属する統合行政計画部が開催された。同月 1 日の開
催から 2 週間を経過していた。討議後の文書（主題「1947 年における
東南アジアの JSP の残留」）は、従前と比べて、若干の変更が見られた。




　第 2 に、復員の割合に関しても、SCAP が 4 隻の日本商船に日本人ク
ルーの乗船勤務に同意しただけでなく、3 隻の日本軍艦に見合う船舶の
追加供給にも同意していることを再確認した上で、SEALF は SCAP の
提案する月々 1 万 5 千名の日本船の受容に関して、5 月分を了承しても
4 月からの申入れは了承しない旨を返答したことを明らかにした。そし
て、以下の図表 8 のような新規の JSP8 万人の復員計画を提示していた。
＜図表 8 ＞
日本商船 SCAP の追加申し出 英国船（削除）
14 月 9700 ⇒ 7100
15 月 1200 ⇒ 7900 15000
16 月 8500 ⇒ 8900
17 月 1200 ⇒ 9500
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18 月 8500 ⇒ 9500
19 月 1200 ⇒ 9500
10 月 8500 ⇒ 9500
11 月 1200 ⇒ 9500
12 月 5700 ⇒ 9500
計 45700 ⇒ 80900 15000 19300（削除）
　上記の計画案がこれまでと大きく異なるのは、復員者の総数が JSP
の 8 万人を超えていること、英国船の 1 万 9,300 名が削除されて日本
船のみとなったこと、全体的に月々の復員者数が 1 万弱へと平均化さ
れたこと、米国船が 5 月に 1 万 5 千名の復員業務に従事することであっ
た。米国側は SEALF の主張を容れて 1 回だけとしたものの、やはり
米国船の参入が全体に影響を及ぼしていた。実際に統合行政計画部も、
SEALF に対して「SCAP の申し出を受諾する」よう指示しており、「残






は JSP2 万 2,100 名（海軍 1,700 名、陸軍 2 万 400 名）の交代労働者を
必要としているが、現地の委員会報告によれば、それに見合う労働力が
ない。SEALF は香港から中国人労働者のリクルートが唯一の現実的選
択肢であると提言するとともに、セイロン人 1 万 3,500 名の導入を好ま
しいと伝えているが、何ら進展がない。日本軍人による労働隊の導入は
政治的かつ法的な困難性をもたらすし、外務省は原則上反対である。














1947 年 12 月 31 日までに帰還する」との SEALF による復員者数の割
合は、合理的である。（b）われわれは上記の期日までに、東南アジアか
ら JSP を「撤退完了させるつもりである」旨を今 JSP に伝えるべきか
もしれない。（c）上質な JSP の代替労働力は未確定だが、セイロン人
1 万 3,500 名の労働隊を獲得するのが好ましい。日本軍隊の労働隊を導
入するのはかなり難しい。47 年 9 月以前に JSP の代替労働力を獲得す
るのは不可能であろう。















本政府側の GHQ を介した執拗な要請、そして現地の JSP 内部におけ
る不穏な情勢があって、結局、それらが英国政府側の既定方針を変更へ
と促したわけである。
　しかしながら SEALF ら JSP の復員を管理運営する現場側は、簡単








きない。そのような声明が JSP の士気を高めるとか、JSP の仕事に効
果をもたらすというならば、「戦犯容疑者および戦犯を除いて、ビルマ、





















になった。太平洋戦争の終結時には JSP の 5 分の 4 がわが手中にあっ







見解によって退けられた。同月 9 日、国防省は SEALF に対して、次の
ような陸軍参謀総長の見解を機密暗号電報で伝達した。1947 年 6 月に
8,900 名、7 月から 12 月までは月々 9,500 名の割合で実施する復員計画
は承認されている。「現在東南アジアに残留するすべての JSP（ポツダ
























（1） GHQ/SCAP, John B. Cooley, Adjutant General, 19 March 1947. ―前掲「太平洋
戦争終結による在外邦人引揚関係雑件」より。
（2）（5）From C.L.O., Tokyo To GHQ OF SCAP, Subject: Repatriation of Japanese 
Labor Corps in Southern Areas under British Control, 24 May 1947.―同上より。
（3） From C.L.O., Tokyo To GHQ OF SCAP, Subject: Status of Members of Japanese 
Labor Corps in Southern Areas under Control of British and Netherlands Forces, 
26 Apr 1947.―同上より。
（4） From Shigeru Yoshida to General of the Army Douglas MacArthur, Supreme 
Commander for the Allied Powers, May 23, 1947.―同上より。
（6） The Condition of the Labour Corps in Burma,  Jun, 1947. ＜ FO 371/63741 ＞







との意見を表明している。…最初に 1 万 3500 名のセイロン人を容れる…。…私は
この件の緊急性を強調しており、私の提案が貴殿から出来るだけ早く承認を得るよ
う要請する」旨を伝えた。―＜ TS ＞ To The Under Secretary of State, The War 
Office, Whitehall London, Subj: Ceylonese Military Labour Force, Apr 12, 1947. 
＜ CO 537/2493 ＞
（8） ＜ S ＞ C.A.P/P(47)13(Draft), Principal Administrative Officers’ Committee Joint 
Administrative Planning Staff, Subj: Retention of J.S.P. in South East Asia During 
1947, SEACOS 802, Apr 1, 1947. ＜同上＞
（9） ＜ S ＞ From Singapore to Foreign Office, Apr 5, 1947. ＜ FO 371/63741 ＞
（10） ＜ S ＞ From Washington to Foreign Office, Apr 5, 1947. ＜同上＞
（11） ＜ S ＞ From D.F. MacDERMOT to T. Haddon, Ministry of Defence, Apr 11, 1947.
＜同上＞
（12） ＜ S ＞ From Foreign Office to Washington, Apr 17, 1947. ＜同上＞
（13） ＜ S ＞ J.A.P/P(47)13(Final), Principal Administrative Officers’ Committee Joint 
Administrative Planning Staff, Subj: Retention of J.S.P. in South East Asia During 
1947, SEACOS 802, Apr 22, 1947. ＜ CO 537/2494 ＞
（14） C1. Whitehall, London S.W.I., Apr 25, 1947. ＜ CO 537/2493 ＞（タック（G.N.Tuck）
准将からボーディロン（H.T.Bourdillon）植民地省へ　1947 年 4 月 25 日）によれば、
「マラヤから復員を予定している JSP に代わるセイロン労働隊の形成問題が目下検
討中であり、わがスタッフとそちらのスタッフ間で討議されている。JSP すべてが
今年 9 月までに SEALF を去るために、またそれまでにもしわれわれが現在 JSP に
よって行われている仕事を受け継ぐには、直ちにセイロン人の輸送をスタートせね
ばならない。SEALF の DQMG のバックル（Buckle）准将は現在イギリスにおり、
この問題の最迅速な解決方法について会議を開くべきである。そこで私は 4 月 29
日の開催を提案する」と伝えており、セイロン人問題が本格化したのである。
（15） ＜ S ＞ C.S.A/P(47)40, Principal Administrative Officers’ Committee, Subj: 
Repatriation of J.S.P. in South East Asia, Apr 25, 1947. ＜ CO 537/2493 ＞
（16） ＜ S ＞ From SEALF to Ministry of Defense, London, Subj: Repatriation of J.S.P., 
May 6, 1947. ＜ CO 537/2494 ＞
（17） Secretary of State, June 3, 1947. ＜ FO 371/63741 ＞
（18） ＜ TS ＞ From Ministry of Defense, London to SEALF, June 9, 1947. ＜ CO 537/2494 ＞
−135−
日本降伏後における南方軍の復員過程　―1945 年～ 1948 年―
（10）	残留南方軍の復員完了
	 ―1947 年 5月から 48 年 1月まで―
1．日本政府に対する復員期日の示唆
　既述のとおり、吉田首相は 1947 年 5 月 23 日付のマッカーサー宛書
簡の中で、第 2 次復員の開始で 1 万 3 千名が帰還したものの、依然と
して約 6 万 7 千名（ビルマに 2 万 7 千名、シンガポール・マレーに 4
万名）が残留したままであるから、英国側に対して帰還完了の計画を明
確にしてほしいと強く訴えた。










より日本政府宛の至急文書が届き、先の 5 月 24 日付の朝海文書（主題
「英国管下の東南アジア地域における日本労働隊の帰還」）に関連して、
7 月 10 日に在日英国外交当局（UKLM）から、「東南アジア地域にお












　なお『朝日新聞』（7 月 21 日朝刊）は戦犯容疑者に関して、「海外に
収容されている者は 30 余箇所に 7 千人」おり、そのうち英軍管下のマ






　まず東京のガスコインが動いた。1947 年 5 月 15 日、彼はシンガポー
ルの SEALF へ重要・極秘文書を送り、次のように伝えた。日本政府は
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ントバッテンは、日本軍を「降伏者（Japanese Surrendered Personnel















































　1947 年 6 月 17 日、この問題に関して陸軍省のウッドハウス大佐
とコリンズ（E. Collins）中佐、外務省のウォーカーとキリック（J.E. 
Killick）の 4 者が協議した。彼らはまず 6 月 4 日付の SEALF からの電
報を検討し、ここに至る JSP の労働賃金問題を以下のように整理した。
　（a）45 年 8 月に英国は勝利したものの、以後、現地の復興にとって 10 万人の JSP が
不可欠となった。そこから JSP への賃金支払問題が生じた。
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　（b）SEALF によれば、JSP への賃金支払の詳細な賃金体系がまったく形成されていな







　（d）もし 46 年 6 月 1 日がその期日として受容されるならば、各人の得た賃金の算出方
法には 2 つある。1 つは、同日までのレートで獲得した賃金をクレジットとする方法であ
り、もう 1 つはその記録に基づく新体系に従って獲得した賃金をクレジットとする方法
である。そして各人の復員期間をこれに適用する。







あるが、現在 SCAP は日本政府にその伝票を尊重するよう指示している。SCAP は FEC
へ必要書類を提出するよう指示されている。
　このような現状認識に立って、4 者は次のような行動を勧告した。（a）














リー（Frederick Bieri）団長は、民政的な第三者的立場から、6 月 27 日、
次のような現状を批判する報告書を陸軍省のコリンズへ送付した。
　第 1 に、わが代表団が 5 月 22 日にクアランプールの南方軍（JEFSR）総司令官の木下
敏中将に面会した際、彼は JSP への賃金支払問題に最大の関心を払い、次のように述べた。
① 47 年 6 月 1 日以前の JSP すべての労務を無視して、その期日以降のみの賃金総額を
各人のクレジットとする英国側の方式は、「まったく不正であり、英国が約束すべてを守




　第 2 に、英国内で抑留している降伏敵国者（Surrendered Enemy Personnel ＝ SEP）
のドイツ人への賃金支払と比較すれば、イタリアにおけるドイツ人の場合、46 年 9 月 1
日から食堂での料金を個人勘定カードで支払っている。優良者へは 1 週間のボーナスを
付与している（いつ、どのように支払われるかは不明）。多くのドイツ人は 1 週間の労働
時間が 48 時間となっている。これに対して東南アジアの日本人は、熟練者は 1 時間に付
き 1.5、未熟練者は 1 時間に付き 0.75 のクレジット伝票（日本で兌換可能）が支払われる
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年 9 月 1 日から賃金を得ている。日本人の場合、その期日は 47 年 6 月 1 日に設定されて









































　第 1 に、「46 年 6 月 1 日から 47 年 5 月 31 日まで 1 年間の JSP の賃
金を計算する」との貴殿からの 7 月 31 日付書簡に、われわれは同意する。
修正点はまったくないと考える。われわれはすでに貴殿に対して、47
年 6 月 1 日からの賃金支払の二重レートの導入は、以前の貴殿による
クレジット計算に影響を与えるべきではないと伝えた。47 年 6 月 1 日
以降におけるJSPの復員までの労働賃金の支払い推定総額は、6万8,750
ポンドである。その算出方法は、同日から週 40 時間、1 時間 1 ペニー
を基礎としている。
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　第2に、当方に残るJSPのデータでは、残留者数は6月1日に5万3,660
人、7 月 1 日に 3 万 9,730 人、8 月 1 日に 3 万 100 人、9 月 1 日に 1 万
4,800 人、10 月 1 日に 4,000 人、10 月 15 日にゼロとなる。月毎の平均
にすれば、JSP は週約 50 万人であり、最大時期に 90％が雇われたとの
仮定に立てば、週約 45 万人となる。したがって、1 時間に付き 1 ペニー
で週 40 時間の労働を基本とすれば、賃金総計は 7 万 5 千ポンドとなる。
これに対して、週 3 ペンスの控除、すなわち 6,250 ポンドがあるので、
差し引き総計が 6 万 8,750 ポンドと推定される。
　第 3 に、JSP 各人への支払方法については、46 年 6 月 1 日以来の帰
還時の乗船リストが主要な情報源となる。この乗船リストから階級と
船名と復員期日が明らかとなる。ただこの情報では、47 年 6 月 1 日以
前における各個人の労働賃金支払証明書を GHQ は集めることはできな
いが、日本が JSP の賃金支払のための十分なデータを提供するだろう。
したがって、46 年 6 月 1 日から 47 年 5 月 31 日に至る 1 年間の労働に
見合う賃金は、各 JSP に届けられると考えられる。
　そこで示唆すべき方法としては、（a）日本の当局が、46 年 6 月 1 日
以降の JSP すべての復員者の乗船リストコピーを添付させるようにす
るべきである。（b）政府内の関係部署間で協定を結ばせるべきである。




で現金化できる証明書を発行するだろう。③クレジットは 46 年 6 月 1
日から復員日まで、同日以後の復員者の場合は 47 年 5 月 31 日までと
し、月々 10 ／ 2 ペンスのレートで賃金証明書が発行されるべきである。










省と外務省が賃金支払で合意に達した同じ 9 月 30 日、財務省は財政的




を認めた。また米国側は、同年 6 月末から 8 月末まで 1 日約 1 隻の船
に付き 240 ドル（月 7,396.91 ドル）の支払を要求し合意した。英国船
の支出はすべてマラヤ海軍が負担した。
　第 2 に、46 年 7 月末まで、英海軍が英国統制下の日本船 4 隻および











た 11 月 6 日、ロンドンの外務省の日本・太平洋課から東京の英国連絡
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代表部（UKLM）の法務官宛に、次のような英国内部の動揺ぶりを示
す電文が送られた。
　第 1 に、ワシントンの FEC の動向に関して、米国の再草案は国務・





　第 2 に、ビルマ、マラヤ、シンガポールに残留していた JSP すべて












　第 3 に、英極東陸軍（Far East Land Forces ＝ FARELF）司令部は、
46 年 6 月 1 日以前に復員した日本人に対して、同期間における各人の
クレジット証明書を発行できる詳細な記録を所有していないため、復員




























復員計画では、JSP 労働隊の残留者数は、6 月 1 日に 5 万 3,660 人、7
月 1 日に 3 万 9,730 人、8 月 1 日に 3 万 100 人、9 月 1 日に 1 万 4,800 人、
10 月 1 日に 4,000 人、そして 10 月 15 日にはゼロとなる手はずが整え
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られつつあった。（14）
　そのような中で、1947 年 7 月 15 日、東京の UKLM から GHQ を介
して日本政府へ、「東南アジアの残留日本人の復員が同年末に完了する」
との報が伝えられたわけである。（15）8 月 27 日の『朝日新聞』朝刊も、「南
方残留同胞の引揚は目下着々と進み…最近の消息によると、ビルマ地区
はほとんど完了、シンガポール・マラヤに約 1 万 5 千の未帰還者があ
























わち、「去る 10 月 29 日、海外からの日本人復員の問題が、ソ連の統制
























　1948 年 1 月 3 日、東南アジアからの最後の帰還船が日本に到着し、
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長年に及ぶ苦難に満ちた復員の歴史に終止符が打たれるのである。
注
（1） From Shigeru Yoshida to General of the Army Douglas MacArthur, Supreme 
Commander for the Allied Powers, May 23, 1947.; From C.L.O., Tokyo To GHQ OF 
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Nov 9, 1947. ＜ FO 371/63741 ＞
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　第 3 に、それでも SACSEA は船舶不足のまま、既定方針に従って、
包括的かつ一元的な南方軍の復員計画、すなわち「NIPOFF 作戦」を
同年 4 月にまとめ、70 万 2 千人の南方軍を 10 月までに帰還させると
の一大目標を掲げた。この時点になると、SCAP はリバティ船 75 隻の
ほか、LST や日本船を英国側に大量に配船し、この復員事業を強力に




















　その際、労働者 10 万人を残留させる以上、60 万人の引揚は早期に
実施せねばならないと英軍首脳が考えたとしても不思議ではない。要
























































3 月からの「第 2 次復員開始」を表明しながらも、現地の復興事業を優
先させる原則は変更せずに、47 年後半に JSP の復員人員を極力割り当
てる方針を決定した。































合意するに至った。ただしその基本は、「47 年 6 月 1 日以後から復員ま























The Repatriation Process of Japanese Expeditionary 
Forces Southern Region after the Termination of the 
Pacific War in 1945 through 1948
MASUDA Hiroshi,Ph.D
Professor, Faculty of Social Sciences
Toyo Eiwa University
The purpose of this paper is to shed the light on the repatriation 
process of Japanese Expeditionary Forces Southern Region: JEFSR, 
including seven hundred thousand personnel, or approximately one-
fifth of the entire Japanese army deployed abroad. After the end of the 
war in August 1945, JEFSR, like other deployed forces, experienced 
cease fire, surrender to the allied forces, disarmament and handover 
of all weapons, confiscation of belongings, internment camp, forced 
labor, war criminals trials. Repatriation as a whole, with the exception 
of war criminals trials, was completed in January 1948.
No less than two and half years of the hush interned life were 
the longest except for one in Soviet and China. Furthermore, while 
most of about six hundred thousand Japanese had returned home, 
the repatriation project was suspended for the sake of South East 
Asian reconstruction plans that the British side intended for, and 
more than one hundred thousand Japanese were forced to be engaged 
in substantial labor continuously in Burma, Malaya, Singapore, 
Thailand, and Indonesia. In the postwar history this unusual  fact has 
unexpectedly been left undisclosed. 
This paper disclosed, first, an intense conflict between SACSEA 
(the Supreme Allied Commander South East Asia) Mountbatten, who 
imposed labor on JEFSR for the British side, and SCAP (Supreme 
Commander for the Allied Powers) MacArthur, who criticized their 
inhuman treatment and encouraged the prompt repatriation as the 
US side. Secondly, it proved the fact that the repatriation issue of 
JEFSR was closely connected not only with international agreements 
such as the Article 9 of the Potsdam Declaration, and Geneva 
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Agreement on prisoner of war (POW) and labor wages, but also 
with other international point of view; movements of Far Eastern 
Committee (FEC) or International Red Cross, comparison with 
Japanese internment under the Soviet control during the Cold War, 
and treatments of German by Axis Power.
Therefore, for further studies on the repatriation issues it is 
indispensable to make academic approaches in globally comparative 
views such as above points, besides bilateral relationship between 
Japan and countries involved.
